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争論・生協・協同組合における「共益」と「公益」

「組合員組織」である協同組合にとって、
「公益」は副産物である
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争論・生協・協同組合における「共益」と「公益」

●介護保険制度の導入以来、日本の生協も
福祉事業に取り組んでいますが、必ずしも
成功しているとは言えません。こうした社
会的なサービスを提供するという領域で、
協同組合にはどんな可能性があるのでしょ
うか。

　最初にイタリアとイギリスの協同組合を
比較することで、協同組合がどのように社
会的なサービスや公的なサービスを提供で
きるか考えてみましょう。
　イタリアでは、弱者や誰かに頼って生活
している人びとに対して、社会的協同組合
が社会的なケアや雇用のサービスを提供し
ています。そうした組合はおよそ 7000 あ
りますが、それらは２種類に分けられます。
ひとつは労働者、受益者、ボランティアを
組合員として抱えて社会的サービスを提供
する組合であり、もうひとつは、さまざま
な立場にある労働者を組合員として抱える
ことで、弱者に有給の仕事を与える組合で
す。どちらの種類の協同組合においても、
公共の利益や資金提供者の利益も反映され
るようになっていますから、これらはわれ
われがいうところのマルチ・ステークホル
ダー協同組合です。
　社会的協同組合は他の領域の協同組合と
は異なった特徴をもっています。第１に、
それらは公的資金への依存が大きく、した
がって政府の政策変更に大きく影響されま
す。またその資産は、協同組合が投資家所

有企業（株式会社）に転換したり、利益を
目的として売却したりすることができない
ようになっているのです。利益を組合員の
あいだで分けることはできず、組合員全体
の集団的利益のために使わなければならな
いというルールがあるのです。
　社会的協同組合という考え方は、他の諸
国、とりわけイギリスとスペインで採用さ
れています。イギリスにおけるマルチ・ス
テークホルダー協同組合の例としては、イ
ングランドで病院を経営する財団トラスト
があげられます。2003年、英国議会は保健・
社会的ケア法を成立させ、イングランド地
域における既存の病院トラストが「財団」
の資格を申請することでより大きな自主裁
量権が得られる機会を与えました。この立
法において、財団トラストは「協同組合や
協同組織をモデルとしたもの」だと説明さ
れています。この法律は、トラストは地域
の患者、一般市民、および職員を組合員と
すること、そして（その大部分が）組合員
から選出される運営委員会を設立するこ
と、運営委員会が経営委員会を任命し、経
営委員会から報告を求めること、を定めて
います。以前のトラストには理事会がある
だけで、その非常勤理事は保健大臣を代理す
る指名委員会によって任命されていました。
　このモデルは、レジャー・サービス、社
会的ケア・サービス、そして公的住宅の提
供といった他の領域における公共サービス
を展開するにあたって、もっとも望まれる
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やり方となりつつあります。また、これを
応用したのが、いまや 200 校以上になった
協同組合学校です。この学校は独立したト
ラストであり、両親と教員が組合員となっ
て評議員を選出しています。トラストと協
同組合とは所有という点で全く異なったも
のですから、このモデルはハイブリッド・
モデルであるということです。間違いなく
これは、公共サービスを提供する組織にお
いて、以前は階層的なガバナンス構造だっ
たものを民主化する手段となるでしょう。
そこではサービスの利用者、従業員、そし
て幅広い市民の利益のバランスが図られま
す。これは一方では組合員という考え方を
拡張するものですが、それを弱体化させる
可能性をもつものでもあります。
　社会的なサービスを提供するためのもう
ひとつのモデルは、従業員がつくる協同組
合という、より単純な構造の協同組合であ
り、これは他の業者と競争しながら、サー
ビス提供契約を政府と結んでいます。例と
しては、障害者や高齢者にケア・サービス
を提供したり、財団の病院において看護
サービスを提供したりするデイケア協同組
合があります。英国政府は、公的セクター
の労働者（公務員）が「雇用者の協同組織」
を新しく設立する（公務員であることをや
めて協同組織の従業員となる）ことを促す
強力な政策を立てています（政府の権限が
およぶのはイングランド地域の公共サービ
スに限られます）。しかしながら、事態は
あまり進展していません。2011 年 12 月に
刊行された協同組織推進の進捗状況報告書
では、22 の先駆的試みのうち、７つが設
立手続を終え、８つが順調に活動中、３つ
が活動の初期段階、４つが活動停止を決定
となっています。注目すべき成功を収めた
という報告書の結論は、些か楽観的である
ように思われます。活動停止を決定した４

つの組織は、サービスに対する将来の需要
や制度改革の影響が不確定であると言って
いますし、報告書も、将来のサービス市場
がどのようなものになるのか明確にできな
いのであれば、協同組織を展開することは
適切ではないかもしれないと認めています。
　現在生じているのは、公共支出を削減し
ようという動きが、協同組織についての政
策全般に及び、これ以上のリスクを負うの
はご免だという反対の機運が従業員のなか
に生れているということです。労働組合
は、従業員の年金を民間部門に移すことに
懸念を示しています。譲渡契約上、現在の
従業員の権利は保護されるけれども、新規
の雇用者の権利は保護されないというので
す。したがって最近になって、プログラム
全体が後退することとなったのです。そこ
で内閣は、すばらしい成果を上げている例
として、中央サリー・ヘルスという協同組
織を取り上げ、称賛しました。この組織
は 2006 年に前の労働党政権下で設立され、
2000 万ポンドの契約を結んで 700 人の
NHS スタッフがコミュニティの医療サー
ビスを提供しています。この組織は北西サ
リー地区においても同様の契約を結ぼうと
入札をしましたが、ヴァージン・グループ
が 75% の株を持つアッシュラという営利
企業に負けてしまいました。契約は 2012
年に更新されることとなっていますが、コ
ストだけではなく、より広い観点から契約
は決定されるだろうと白書が謳っているに
もかかわらず、NHSの従業員のなかには、
協同組織は入札で大資本に負けてしまうの
ではないかという懸念があります。そうなれ
ば計画全体が危うくなってしまうでしょう。
　なぜイングランドにおいては協同組織が
公共サービスを担うことがこのように限定
的にしか進んでいないかといえば、それは
簡単に説明できます。つまり、それは公共



－ 9－

サービスを担う人びと（公務員）にとっ
て、リスクが大きすぎることなのです。従
業員の協同組織に転換することで組織の所
有権や管理権が得られますが、そうした利
点も組織が公共部門から消えてしまうとい
う不確実性や危険性と相殺されます。協同
組織への転換は、新しい権利をもたらしま
すが、古くからもっていた権利のなかのい
くつかは失われます。転換は、サービスの
購入者と提供者の間に契約関係を持ち込み
ます。それはもはや「準市場的関係」など
というものではなく、サービスの提供者が
成功し、成長するかもしれないし、低迷し
たり、場合によってはつぶれるかもしれな
いという、真の市場関係なのです。そこに
は協同組織をあと押しする要因もあれば、
人びとを引きつける要因もあるでしょう。
従業員や利用者は、協同組織に転換しなけ
れば事態がより悪化すると考えれば、転換
を後押しするでしょうし、成功した協同組
織が発展を遂げ、その形態の優位性を証明
することで、彼らを引きつけることもあり
得るのです。もし、投資家が所有する企業
によって買収される以外に選択肢はないと
なったら、そのときは協同組織に転換しな
かったことのリスクが最大となるというこ
とです。そこでは公共サービスが一斉に協
同組織に組み替えられるということが生じ
るでしょう。他方では、政策がうまくいか
なくなり始めたら、市民社会がもつ「社会
的なエネルギーを開放する」ことを固く決
心して始めた政府が、非常に権威主義的な
手段を用いて、公共サービスの提供者に「自
由」になることを強いることが必要となっ
てくるかもしれません。

●それでは雇用を創出するとか、社会の統
合を果たすという点で、協同組合にはどの
ような可能性があるのでしょうか。

　生協は雇用を生み出します。しかしそれ
は生協の主たる目的ではありません。たと
えば、イギリスのコーペラティブ・グルー
プは 10 万 6000 人の従業員を抱えています
が、その目的は消費者にサービスを提供す
ることです。職が生まれるというのは、そ
の副産物なのです。だからといって、コー
ペラティブ・グループが失業という問題に
無関心だというわけではありません。2011
年には 400 名、2012 年には 800 名がグルー
プの「研修アカデミー」を経て採用されて
います。こうしたことができるのは、資金
があり、技術を備えた労働者が必要とされ
ているからなのです。
　生産者協同組合であれば、雇用の創出を
その目的とすることが可能でしょう。モン
ドラゴンの協同組合グループが良き例で
す。近年の景気停滞のなかでも、グループ
はいま抱えている職員の雇用を守り続ける
ことができました。もうひとつ紹介したい
のは、アルゼンチンで新たに誕生した協同
組合で、それらは廃業した企業を引き継ぐ
ことで生まれたものです。ただし、雇用を
つくりだしたいということと、財政の健全
を保たなければいけないということとのバ
ランスを取らなければいけません。そうで
なければ、協同組合がいま抱えている雇用
が不安にさらされることとなりかねないで
しょう。ヨーロッパでは、雇用を生み出そ
うと協同組合振興機関がしばしば、さまざ
まな場所で設立されてきましたが、未だ大
成功を収めるには至っていません。
　協同組合は社会の統合をつくり出します
が、これもその事業から生まれてきたもの
であり、それ自体が目的であったわけでは
ないのです。われわれは、社会的資本とい
うものが事業を協同組合的に遂行する要因
でもあり、その結果でもあるということを
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知っています。しかしそれを直接つくりだ
すことはむずかしいことなのです。社会的
統合を進めるための最上の方法は、人びと
が共同で事業を遂行することを可能とする
ことです。

●共益だけでなく公益にも貢献するとした
ら、協同組合はいかに活動すべきですか。

　もし協同組合が組合員の利益のために活
動することに成功していて、しかも協同組
合がもっと公的な役割を果たすことを組合
員が望むのであれば、協同組合が公益のた
めに活動することが可能でしょう。しかし、
私の考えでは、公益というのは常に二次的
なものです。もしそれが主要な目的である
ならば、事業は公的なサービス（政府や自
治体のサービス）として組み立てられるべ
きでしょう。そのことを明らかにしている
のが、保健サービス事業の経験です。セル
ビア、ポーランド、アメリカ、カナダといっ
た国々では、農村地域において協同組合的
な保健センターが設立され、政府では対応
できないニーズに応えようとしました。し
かしこれらすべての国々で、それは結局、
地方政府に引き継がれ、公的な機関となっ
たのです。なぜかと言えば、農村地域では
ほかに住民の選択肢がないからです。つま
り、組合員組織という考え方と、地域の住
民全員を対象としなければならないという
こととの矛盾が生じるのです。全員を対象
とする組合員組織なるものを運営すること
は不可能です。人びとが組合員になること
を拒んだ場合でも、彼らには基本的な保健
サービスを提供しないということはできな
いからです。それでは組合員組織という考
え方が弱められてしまいます。これと対照
的に都市部であれば、選択肢がたくさんあ
り、人びとは組合員にならないという選択

をすることも可能なのですから、保健協同
組合の設立や活動が可能なのです。
　かつては、発展途上国において協同組合
が政府によって経済発展のための道具とし
て使われ、組合員の利益が故意に無視され
た結果、協同組合が崩壊してしまうという
こともありました。その誤りを繰り返して
はなりません。「公益に奉仕するのがもっ
ともうまくいくのは、協同組合が組合員の
利益に応えているとき」なのです。たとえ
ばタンザニアでは、政府の援助でつくられ
たコーヒーと綿花の協同組合が、地域の住
民からは優秀な子どもが中学校に進学する
ための奨学金を供給してくれる機関だとみ
なされていました。なかには学校を実際に
建てた協同組合もあったのです。ところが
そうした協同組合は、農民たちに収穫物の
代金を支払っていませんでした。経営陣は
ベンツの車を乗り回していましたから、組
合員は自分たちは騙されているのだと感じ
ていたのです。しかし現在では、彼らは第
一になすべきことを行っています。それは
つまり、組合員の作ったコーヒーのマーケ
ティングをして、フェアトレード組織との
連携を通じて利益を確保し、組合員に還元
することです。現在再び組合は奨学金を支
給するようになりました。しかし今度は、
組合員に奉仕するということの副産物とし
て、それを行っているのです。
　最後に重要なことをもう一度言わせてく
ださい。「公益に奉仕することがもっとも
うまくいくのは、協同組合が組合員の利益
に応えているときであり、そこでは協同組
合は副産物としての公益に奉仕する」ので
す。
　　　　　　　　　　　　　（杉本貴志訳）


